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１ 視察先及び調査事項 

（１）横須賀市（１０月１０日） 

  ○チャットＧＰＴについて 

   

（２）高崎市（１０月１１日） 

  ○シティプロモーションについて 

 

（３）小田原市（１０月１２日） 

  ○防災対策について 

 

 

２ 視察結果 

（１）横須賀市 

   人 口：３８４，６６３人 

   世帯数：１８５，９９２世帯 

   面 積：１００．８１k㎡ 

   （令和５年１０月１日現在） 

 

【都市の概要】 

 横須賀市は、神奈川県三浦半島の中心部にあり、東京湾と相模湾に面した、

海や緑豊かな自然が残る国際港湾都市であり、ペリー来航の地としても知られ

ている。また、江戸時代にフランス人技師ヴェルニーを招き製鉄所を建設する

など造船に取り組み、その後軍港都市として発展してきたため、関連する近代

化遺産が多数存在するほか、米軍基地が存在することで国際色豊かな都市であ

ることも特徴である。なお、市内には、日米安全保障条約に基づく米軍関係施

設が３施設存在し、その面積は水域を除き約３３６万平方メートル、市域の約

３．３％となる。 

 市制施行は明治４０年２月で、平成１３年４月、中核市に移行した。 

 

○チャットＧＰＴについて 

・チャットＧＰＴの概要について 

 チャットＧＰＴは、アメリカのОｐｅｎＡＩ社が開発した対話型ＡＩで、Ａ

Ｉとチャット画面で対話をしながら、質問への回答、文章の作成や要約、翻訳

などができ、さらには与えられたデータから新たなデータをつくり出すことが

できる生成ＡＩの一種である。 

インターネット上の膨大な言語データを基に学習し、人間が入力した文章に
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続きそうな文章を確率的に返す。 

チャットＧＰＴを活用することにより、文章の作成や要約のほか、よくある

質問と回答の作成、ブレインストーミング、誤字脱字のチェックなどが可能と

なる。 

 

・横須賀市におけるチャットＧＰＴ導入の経緯について 

 横須賀市がチャットＧＰＴを導入したきっかけは、チャットＧＰＴが世界的

に話題となり報道各社も大々的に取り上げる中、チャットＧＰＴに興味を持た

れた市長から行政における活用を検討するよう指示されたことであった。これ

を受け、令和５年４月、庁内に活用検討チームを立ち上げ検討に着手した。 

 導入に当たっては、チャットＧＰＴに入力した内容の外部漏えいや、行政の

情報システムの仕組みとして事務系とインターネット接続系のネットワークが

分離され直接チャットＧＰＴにアクセスできないことによる利用率低下といっ

た懸念があった。しかし、ОｐｅｎＡＩ社のチャットＧＰＴの利用規約におい

て入力した内容が二次利用されない旨が示されており、入力した内容がＡＩの

学習に利用されないことが確認できたことに加え、先行して導入していたＬｏ

Ｇｏチャットと連携させることで、職員が使いやすい環境の下でチャットＧＰ

Ｔにアクセスすることが可能となり、課題が解決された。なお、職員が通常業

務で利用しているＬｏＧｏチャットと連携させたのは、個人所有のパソコン等

からの接続を排除することも目的であった。 

 こうして令和５年４月２０日に地方自治体として初めて全庁的なチャットＧ

ＰＴの活用実証を開始するに至った。 

 

・職員への指導等、チャットＧＰＴ実証の内容について 

 実証は４月２０日から６月５日まで行われた。実証に当たり、職員に対して

は、利用を促すとともに機密性の高い情報や個人情報、守秘義務のある情報は

書かないこと、チャットＧＰＴの回答が正しいとは限らないことから最終的な

判断は人が行う必要があること、チャットＧＰＴの回答はインターネットに公

開されている情報を基にしたものであり庁内の情報やルールは反映されないこ

となどの注意事項が周知された。 

 実証開始から１週間後に行った職員アンケートでは、回答した職員の大多数

が仕事効率の向上につながると認識しているものの、チャットＧＰＴにはあま

り向いていない検索を目的として利用されるなど、利用方法には課題があるこ

とが判明した。そこで、直ちに職員の利用方法にてこ入れを図るため、庁内向

けにチャットＧＰＴ通信を発行するという形で便利な使い方や注意事項等を周

知した。 
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 通信では、ＡＩとの対話を重ねながら発想を深めるといった使い方や、業務

の進め方のアドバイスを出してもらう、あるいはエクセルの関数を作成しても

らうといった効果的な使い方を紹介する一方、単なる検索に用いるといった不

向きな使い方や、再確認のために個人情報の入力などの禁止事項も発信した。

また、質問の仕方の工夫により得られる回答の質が向上することを、具体的な

事例を示して分かりやすく紹介し、あるいは例題を示して利用に挑戦してもら

うなど、より効果的に業務に活用されるよう取り組んだ。 

 その後に行った２回目の職員アンケートでは、利用頻度や利用しようという

意識に向上が見られるとともに、より効果的な利用がなされていることが確認

された。 

 そして令和５年６月に、これらの実証結果を発表するとともに、チャットＧ

ＰＴの本格導入へと移行した。 

 職員による活用事例としては、市民向けアンケートの設問や説明文の作成、

税務部門におけるデータ分析のためのエクセルファイル作成などがあり、より

質の高い資料を効率的に作成できるといった効果が見られたほか、自己理解を

深めるための繰り返しの問答（壁打ち）への利用では、基本事項の漏れの確認

や代替案の検討を効率的に行えるといった効果も見られた。また、業務時間の

削減効果も、業務によっては年間１２０時間と大幅な短縮が見込まれるとの試

算もあり、費用対効果の詳細な検証は行われていないものの、実証に要した経

費は人件費を除き僅か１万円弱だったこともあり、十分な効果があったものと

の認識であった。 

 

・本格導入後の展開について 

 急速に進化するＡＩ技術や社会の変化に適応し、より適切にＡＩの活用を推

進するため、横須賀市出身の専門家をＡＩ戦略アドバイザーとして迎えた。ま

た、アドバイザー監修による職員向けチャットＧＰＴ活用研修を開催した。 

 このほか、新たな取組として、他の地方自治体からのチャットＧＰＴに関す

る問合せに対し職員の時間削減と円滑な情報共有を実現するため、チャットＧ

ＰＴを活用した応対ボットを開発し運用している。今後は市民からの問い合わ

せに対応できる応対ボットの開発を目指す。 

 また、民間事業者と共同して市民からの相談対応における記録票作成補助や

関連情報の表示にチャットＧＰＴを活用する実証実験を行っている。 

 

・所見 

 チャットＧＰＴについては、世界中でその有効性や危険性が議論され、個人

情報の漏えいや著作権の侵害といった点を危惧する声もある。この点について
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横須賀市では、チャットＧＰＴの利用以前の問題として個人情報を漏らすこと

は情報セキュリティポリシーに反する行為であるとの認識の下、しっかりと職

員に対し情報セキュリティの指導を行われており、また、チャットＧＰＴを利

用した画像編集は著作権を侵害する危険性が拭い切れないとの認識から実施さ

れていないなど、守るべき事項や慎重になるべき点をしっかりと見極めながら

新しい技術の導入に挑まれているとの印象を受けた。さらに、たとえチャット

ＧＰＴを利用し文章や資料が作成できたとしても、あくまでインターネット上

の情報を組み合わせたものであり、他者の著作権に抵触しないかの確認を含め、

最終的には職員自らが検査、確認を行うことが重要である旨の説明が繰り返し

なされたことは、チャットＧＰＴ利用によるサービスの質の向上や業務効率化

に可能性を見出しつつも、あくまでも道具としての利用であり、責任は職員に

あるという認識を軸として持った上で取り組まれているものと受け止められた。 

本市においては、現在のところチャットＧＰＴは活用しない方針を示してい

るが、世界の動向や他都市における導入の状況によっては、本市における導入

に関する議論が起こり得ると考えられ、今回、チャットＧＰＴの行政における

実証・導入事例の説明を伺えたことは大変有意義であった。今後もチャットＧ

ＰＴに関する世界の流れや横須賀市をはじめ他都市の動向を調査していきたい。 

 

（２）高崎市 

   人 口：３６８，１９６人 

   世帯数：１７１，５９６世帯 

   面 積：４５９．１６k㎡ 

   （令和５年９月３０日現在） 

 

【都市の概要】 

高崎市は関東平野の北端に位置する。群馬県中部のやや南西に位置しており、

古くから関東と甲信越を結ぶ交通の要衝であった。上越新幹線と北陸新幹線の

結節点であるほか、高速道路では関越・上信越・北関東の各自動車道、その他

５本の国道が伸びており、内陸交通の拠点となっている。都心部には商業施設

が立ち並び、幹線道路沿いでは高崎スマートＩＣ産業団地や高崎３５４複合産

業団地などの造成が進められている。 

産業としては、明治３７年に法律でたばこが専売と定められるまでは全国有

数の葉たばこの産地であった。大正時代には、製糸や鉄工業のほか製粉業も盛

んとなり、日本を代表する２つの製粉会社が工場を設け、しのぎを削っていた。

また、縁起だるまの生産は日本一を誇る。 

芸術、文化、スポーツ面では、高崎シティギャラリー、高崎市美術館、高崎
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市タワー美術館、高崎芸術劇場などを有し、広く芸術文化活動が行われており、

映画祭や音楽祭、マーチングフェスティバルなどのイベントが年間を通じて開

催されている。また、スポーツの国際大会も開催可能な規模を誇る高崎アリー

ナでは、これまで数々の国際大会が開催され、世界各国から訪れる選手等によ

り周辺の国際色が増し、まちに新しい風を吹かせている。 

市制施行は明治３３年４月。平成１３年には特例市に移行した。その後、平

成１８年に５町村、平成２１年に１町と合併したことにより人口は約３７万人

を超え、平成２３年、中核市に移行した。 

 

○シティプロモーションについて 

・高崎市ブランド・シティプロモーション事業の概要 

 高崎市においては、首都圏在住者や来訪者、全国に向けて市の魅力や地域資

源を発信する仕組みを構築することで知名度及びブランド力の向上を図ること

を目的としたブランド・シティプロモーションに取り組んでいる。 

インターネットやユーチューブを活用するほか、東京の民放テレビ局で市を

舞台にしたドラマを放送し、市内のスポットや飲食店、市内で営まれている農

業などといった市の魅力を全国に発信している。中でも国内外で注目を集めて

いるのが絶メシリストという企画である。 

 

・絶メシリストについて 

 絶メシリストとは、長年市民から愛されているものの、店主の高齢化、後継

者不在により閉店の可能性がある飲食店や惣菜店などに特化したリストであり、

平成２９年９月からインターネット上のサイトで公開された。 

 高崎市では、様々な地域資源を活用したプロモーションを全国や世界に向け

展開するため、ブランド・シティプロモーション事業を業務委託で行うことと

し、平成２９年度にプロポーザル方式で全国から企画案を募集した。この際、

大手広告代理店から提案されたアイデアを取り入れ、協議を重ね具体化したも

のが絶メシリストである。 

 この企画が生まれた背景には、高崎駅周辺の開発が進む一方、古くから営ま

れている個人の飲食店等が姿を消しているという課題があった。店主の高齢化

やまちの都市化で廃業してしまうかもしれない個人の飲食店等を、今すぐ食べ

に行くべき希少なお店という逆転の発想で紹介することでその価値が見直され、

さらには存在が注目されることで後継者問題など社会課題の解決につながれば

との目的から事業化された。なお、絶メシという呼称には、「絶やすな」と「絶

品」の２つの意味が込められている。 

 サイト作成に当たってはプロのグルメライターが実地調査した上で、店主の
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人柄やその店ならではのドラマを紹介するほか、後継者の募集情報を掲載した。

また、行政らしくないインパクトのあるデザインを用い、あるいはＳＮＳを積

極的に活用するなど人々が注目するよう工夫がなされた。 

取組の結果、絶メシリストは話題となり、サイトは非常に大きな閲覧数を記

録し、全国ネットを含む多くのテレビ局の情報番組でも取り上げられるなど、

大きなプロモーション効果を上げた。また、書籍化や全国ネットでのテレビド

ラマ化などにより、さらに人々から注目されるところとなり、直接的な効果と

しては、市内外からの来店者増加により、掲載店の売上において平均２０％の

増加が見られた。 

 このほか、絶メシリストのサイトが国内外の広告コンテストにおいて受賞す

るなど評価されることで、より一層注目されることとなった。 

 今後の課題は、話題性を継続するための仕掛けづくりと、掲載店舗の後継者

育成に向け、どのように支援していくかという点である。 

 

・所見 

 高崎市の取組は、まちが抱えている課題をシティプロモーションの企画に用

いることで、課題解決への取組とシティプロモーションを併せて行っている点

が特徴的であると感じた。また、東京に近く、交通の要衝でもあるためか、積

極的に全国ネットのテレビを活用していることも印象的であった。このテレビ

放映するドラマについては、駅周辺に多数のポスターや大型パネルを展示し、

あるいは駅前の大型スクリーンで宣伝映像を放映するといった活用がされてお

り、市外の方のみならず、市民や市を訪れた方にも注目していただき、市の魅

力を見直し、市を盛り上げ、また、市への愛着を深めていただく機会となるこ

とを期待しての取組と受け止められた。 

 絶メシリストは高く評価され数年にも及ぶ人気企画となり、またテレビドラ

マも広く高崎市の魅力を伝えることにつながっていると思われるが、これら取

組は民間企業への業務委託で行われているため一定程度の予算が用いられてい

ることから、全ての地方自治体において同様のシティプロモーションを展開す

るということには難しい面があると思われる。しかし、課題を出発点として市

の魅力を見つめ直し、それをセールスポイントとして売り出していくという高

崎市の事例は、柔軟な発想によるシティプロモーションを展開することが大き

な成果につながる可能性があるということを示すものとして大いに参考になる

ものであった。 

  

（３）小田原市 

人 口：１８６,３３８人 
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世帯数：８４，４２５世帯 

面 積：１１３．６０ｋ㎡ 

   （令和５年１０月１日現在） 

 

【市の概要】 

小田原市は、神奈川県南西部に位置しており、西は箱根連山につながる山地、

東は丘陵地帯で、市の中央には酒匂川が南北に流れて足柄平野を形成し、南部

は相模湾に面している。戦国時代に北条氏の城下町として発展し、江戸時代に

は東海道屈指の宿場町として栄え、明治期には政財界人や文化人たちの別荘や

居住地として愛されてきた神奈川県西地域の中心都市である。 

古くから交通の要衝としての歴史を持つ小田原市には、現在、鉄道５社６路

線が乗り入れ、市内には１８もの駅があり、新幹線を利用すれば東京まで約３

０分で移動可能である。また、東名高速道路や国道１号線をはじめとする道路

網も充実しており自動車での利便性も高い。 

市内は大きく７つの地域に区分され、例えば小田原駅周辺エリアは活気あふ

れる小田原の玄関口、小田急沿線エリアは豊かな自然と生活のしやすさの両方

を備えるなど、それぞれエリアごとに特徴があり、その特徴を打ち出したシテ

ィプロモーションに取り組んでいる。 

市制施行は昭和１５年１２月。平成１２年１１月には特例市に移行した。（な

お、特例市制度は平成２６年の地方自治法改正に伴い廃止された。） 

 

○防災対策について 

・小田原市における災害リスクについて 

 小田原市は前述のとおり山地、河川、そして海といった様々な地理的特徴を

有しており、想定すべき災害リスクも多岐にわたる。 

 地震では、東海地震、神奈川県西部地震等の発生の切迫性が指摘されており、

地震発生に伴う最大１１メートル以上の高さにもなると想定される津波の発生

や土砂災害への備えが必要となっている。関東大震災の際には山津波と呼ばれ

る大規模な土砂災害が発生し、他の地滑りと合わせ４００人以上が犠牲になっ

ている。 

 風水害では、地震と同様に土砂災害の発生が危惧されるほか、酒匂川などの

洪水、また台風に伴う高潮への備えも必要となっている。 

 このほか、富士山や箱根山に近いことから、火山の噴火に伴う被害や、箱根

を訪れている観光客の避難経路となることも想定されている。 

 

・市民の防災意識向上のための取組について 
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 小田原市では、地域の自主防災組織や事業所、各種団体、小中学校を対象に、

防災対策課職員が講師となり防災教室や出前講座などを実施し、市民への防災

意識の啓発を行っている。このほか学識経験者を講師に招く防災講演会や、起

震車体験など市民が楽しみながら防災について学ぶことができる防災フェスタ

を開催している。また、今年は関東大震災発生から１００年の節目の年である

ことから、当時を振り返り、改めて防災について考える機会とすることを目的

として、各施設を会場とした写真やパネルの展示、図書館での関連資料の公開、

関東大震災をテーマとした防災講演会の開催などの事業を実施している。 

 各地域での防災訓練も毎年行われているが、令和４年度からは災害発生を想

定し、全地域が同日に、また協定機関等も参加し、総合防災訓練として開催す

ることとした。協定機関が参加することにより、例えば配送事業者による避難

所への物資輸送や自衛隊や協定締結市による給水、交通事業者による電気自動

車からの電力供給の実演など、避難所において、より実践的な訓練が行われて

いる。 

 

・避難所及び避難場所の運営並びに企業等との連携について 

 避難所等の運営については、市が作成した運営マニュアル作成のガイドライ

ンやペット受入れに係るガイドラインに基づき地域ごとに避難所運営マニュア

ルを作成した上、各地域において毎年行う防災訓練で運営方法の確認を行って

いる。また、地域ごとに設置する避難所の運営委員会などで聴取した市民の意

見を参考に運営方法の見直しに取り組んでいる。 

避難所等の運営を含め、防災対策に女性の意見を正しく反映させる必要があ

ると考えるものの、避難所の運営委員会の代表者や指定公共機関で構成される

市の防災会議の委員のほとんどが男性であることから、女性の意見を反映しに

くいといった課題がある。そこで、委員を選定する際、委員の推薦を依頼する

相手方である各団体に対し女性の推薦を促しているほか、市においても防災担

当の女性職員を増やす取組を行っている。避難所等における具体的な配慮とし

ては、避難所等における女性専用の居住スペース設置によるプライバシー保護、

女性用物資の確保及び女性が配布する体制づくり等に意を用いている。 

 また、災害に強いまちの実現に向け、民間企業を含む各種団体と災害協定を

締結している。そのうち、災害時避難施設に係る情報の提供に関する協定は、

専用サイトにアクセスすることで避難所の混雑状況を確認できるシステムの運

営企業と締結したもので、避難所の混雑による避難者のたらい回しや避難のち

ゅうちょを防止することを目的としてシステムを導入したものである。課題と

しては、スマートフォン等のデジタル機器の操作に不慣れな高齢者への対応や、

各地域の避難所における地域住民以外の避難者の受入れに係る体制等の充実が
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必要な点である。 

 また、徒歩避難が困難な方やペット同伴での車中避難を希望される方の一時

的な避難場所を確保する目的で、企業等の駐車場を車での避難場所として利用

するという内容の協定も締結している。課題としては、商業施設の場合、利用

客とのすみ分けをどうするかといった点が想定されている。 

 

・新たな取組について 

 小田原市では、ハザードマップや避難所等の所在地のほか、災害発生時の避

難情報や避難所の混雑状況に関する情報、河川ライブカメラへのリンクなどが

一元化されたスマートフォン向けアプリを令和５年２月から導入しており、市

民一人一人に防災情報を届けられることで、より各自に合った避難行動につな

げられることから、今後さらなる普及を図ろうとしている。 

 また、令和４年度、国のデジタル田園都市国家構想推進交付金を活用し、ワ

イヤレスセンサー等を用いた住民参加型警戒・避難システムを導入している。

これは、河川や海岸などに設置したセンサーなどから得た情報を把握し、これ

を基に発出する災害情報や避難情報を、市民のスマートフォンや防災無線の個

別受信機の代替となるタブレット端末などに速やかに伝えるシステムである。 

 令和５年度もデジタル田園都市国家構想推進交付金を活用し、パーソナルデ

ータを活用した防災減災事業を実施している。これは、市民や観光客に対する

災害情報の素早いプッシュ通知や避難誘導のお知らせをすることに加え、地域

住民同士が避難状況や災害状況を共有することで要支援者への早期支援など地

域の助け合いを可能とすることを目的としたものである。 

 

・所見 

 関東大震災で大きな被害を受け、また何十年も前から東海地震の危険性が指

摘されている小田原市は、防災教室の実施や防災講演会の開催など市民の防災

意識の啓発に向けた取組を積極的に行い、あるいは新たな事業としてデジタル

技術を活用した災害対応の仕組みづくりに取り組むなど、防災意識が非常に高

い自治体であるとの印象を受けた。外国人住民や外国人観光客のために防災ア

プリや避難所等における表示を多言語化し、また、女性の声を取り入れられる

体制づくりに取り組まれるなど、様々な方に配慮しながら防災体制を構築しよ

うとする姿勢が見られた。 

従来は各地域がそれぞれ計画した日程で行っていた防災訓練を、災害発生を

想定し、日程を統一して市全体として行う訓練に見直されたことは、市役所と

各避難所等との連絡等の確認を行うことができるなど、より効果的な訓練にな

ったものと感じられた。 
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また、この防災訓練において、協定を結ぶ団体等が実際に地域の避難所に出

向き訓練に参加され、物資の輸送や給水作業等を実践されている点は、訓練を

充実させるとともに市民の防災意識をより一層向上させることにもつながるも

のと思われた。 

防災対策は、この程度備えれば大丈夫といった正解がなく、また、行政の取

組だけでは足りず市民自らの取組も重要になるなど非常に難しいテーマである

ことから、小田原市のように改善の意識を持ち、市民と対話しながら見直しを

図ろうとする姿勢が大変重要であると感じた。 
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● 神奈川県横須賀市視察（令和５年１０月１０日） 

  チャットＧＰＴについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 群馬県高崎市視察（令和５年１０月１１日） 

  シティプロモーションについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 神奈川県小田原市視察（令和５年１０月１２日） 

  防災対策について 

 


